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〔書評〕
大橋昭ー・小田章． G. シャンツ著
『8本的経営とドイツ的経営』
（千倉書房，平成 7年 6月）
海道ノブチカ
ー
本書は， H独双方の研究者が企業経営の12の分野に関して自国の問題を
解明し，その特質を描きだし，企業経営の日独比較を行っている。それに
よって日独の企業経営の共通点と相違点あるいは独自性が明らかにされ，
今後のH本とドイツの企業のあり方が展望されている。
本書は，平成 3年から 5年にかけて行われたH独の研究者による国際共
同研究の成果であり，本書の執筆に携わった研究者は，日本側13名， ドイ
ツ側15名であり，本文だけで582ページにも及ぶ大部の専門的研究書であ
る。日本ないしドイツの企業経営についての研究は，旧来ほとんどが，日
本人学者によるものか， ドイツ人研究者によるものであった。それらは，
それなりに意義があったが，それらを統合し，同じテーマについてH独双
方の研究者がそれぞれ専門の立場から論じあい，本格的な共同研究を展開
した点に本書のまず第一の特徴がある。その意味で他に類を見ない詳細で，
緻密な研究である。このような国際共同研究においては，それぞれの国の
研究者は自国について豊富な一次資料や最新の文献にもとづいて問題を詳
細に分析することができる。したがって，本書では共通のテーマに関して
H独双方で綿密な資料の探査に基づいて地道で丁寧な研究が展開されてい
る。
また第二の特徴は，各テーマに関して日独を比較するさいに，その問題
50 (50) 第 41 巻第 1 号
が両国において歴史的にどのように展開してきたかについても詳しく検討
されている点である。日本的経営とドイツ的経営の違いが現時点で表面的
に捉えられているのではなく，社会経済的な背景や制度の歴史的な分析を
ふまえて両国の企業経営の特徴や相違点が解明されている。
I 
本書では，次の12の分野の具体的な内容が究明される。
I. 日本的経営とドイツ的経営の一般的特質（第 1章，第 2章）
I. 日本企業とドイツ企業の法形態（第3章，第4章）
II. 日本企業とドイツ企業における生産コンセプトと技術戦略（第 5章，
第6章）
IV. 日本企業とドイツ企業における垂直的統合戦略（第 7章，第8章）
v. 日本企業とドイツ企業における労使関係（第 9章，第10章）
VI. 日本企業とドイツ企業における人事労働政策一労務管理（第1章，第
12章）
VI. 日本企業とドイツ企業における経営参加（第13章，第14章）
VDI. B本企業とドイツ企業における国際化戦略（第15章，第16章）
IX. 日本企業とドイツ企業における企業文化（第17章，第18章）
X. 日本企業とドイツ企業における企業内教育（第19章，第20章）
XI. 日本企業とドイツ企業における女子労働（第21章，第22章）
XI． 日本とドイツにおける従業員の価値志向（第23章，第24章）
さらに補論の第25章においてはドイツ企業のマーケティングの問題が，
また第26章においては日本企業の財務の問題が論じられている。
I.において日独の企業経営の一般的特質が明らかにされ，それに続い
て各分野における特徴が解明されている。補論も含めれば調達，生産，販
売，財務，人事・労務，組織，国際化，情報化といった企業が直面するす
べての問題領域が網羅されている。そしてそれぞれのテーマに関してその
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分野の専門の研究者が執筆を担当しており，共同研究として大きな成果を
あげている。これらのテーマを大別すると一部重複するが，企業体制に関
わる問題 (I, I, V)．生産に関わる問題 (II,IV)．労働に関わる問題
(V, VI, VI, X, XI, XI)，国際化の問題（VID,IX)，情報化の問題 (II)
に区分することができるであろう。世界的な景気の低迷，その中での国際
的な競争の激化といった状況の下でこれらの問題に関して日独比較の国際
共同研究を行い，その成果を世に問うことの意義は大きい。以下，各章の
内容を具体的に検討することにする。
II 
第1章「日本的経営の一般的特質（大橋昭ー）」においては， 日本企業の
一般的な特徴が解明されている。第 1の特徴は，損失を計上している法人
企業が多い点である。常時，約半数の企業が欠損を計上しつつ経営を続け
ている。第2の特徴は，小企業や中企業がきわめて多いことである。資本
金1億円を中小企業と大企業の区分の基準とすると99％が中小企業とな
る。第3に注目されることは，その会社形態の多くが，株式会社であるこ
とである。さらに第4の特徴は，法人企業の中に同族企業が多い点である。
同族企業は，法人企業の約95％をしめ， 218万社におよんでいる。これは日
本では，実質的に個人企業であるものの多くが会社形態をとっているため，
小規模法人企業が多いことと関連している。
これに対して巨大企業ではその所有構造は，機関株主所有（法人株主所
有）が約72％で法人所有の多くは，企業相互の株式持ち合いによるもので
ある。したがって筆者は， 日本では一方において同族企業を中心とした所
有中心的な所有企業者支配の企業が多く存在するとともに，他方において
巨大企業では法人間の株式の相互持ち合いに基づく経営者支配が一般的で
あると指摘している。
ところで80年代後半以降の日本企業の特徴は，資金源泉として利益留保
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による自己金融，内部金融が大きな割合を占める点である。製造業の場合，
税引後利益に占める配当の割合は， 日本では35%，アメリカでは88%，ド
イツでは84％である。筆者は，日本では利益はとにかく企業内の蓄積にま
わす考えが強く，企業はまず企業自体として維持発展させるべきであると
いう考えが強いという (7ページ）。この考え方は， 日本では従業員にも貫
徹し，企業は何よりそこに所属し，自己のアイデンテイティを確保すると
ころとなる。したがって企業への所属は，全人的であり，企業の維持発展
のために従業員が自発的に熱心に働くことになる。例えば日本ではQCサ
ークルが盛んであり， しかもそれが自主的に時には勤務時間外で行われ個
人目標と企業目標の一体化が図られている。筆者はこのような日本の企業
観を法人実在説より説明している。
第2章「ドイツ的経営の一般的特質 (W.H. シュテーレ）」においては
第1章とは少し視点を変えて研究対象としてのマネジメントが経営経済学
においてどのように扱われてきたかがまず言及されている。第二次世界大
戦後，日本と同様にアメリカ経営学がドイツ経営学に影響を与え，“マネジ
メント”や“マネジャー＂という言葉がドイツ語に訳されることなくその
まま取り入れられていった。それまでドイツでは伝統的に「企業は組織を
持つ」という古典的な用具視的な組織概念が支配的であったが， 60年代後
半より行動科学的なアプローチがドイツ経営学にも導入され，「企業は組織
である」という制度的な組織概念が一般化してきた。この新しい方向を推
進したのが，ハイネンであり，経営経済学を意志決定志向的経営経済学と
して展開していった。またウルリッヒもシステム志向的経営経済学を主張
しており，これらの意志決定志向的方向とシステム志向的方向の普及によ
り，経営経済学は行動諸科学に門戸を開くことになり (33ページ），経営経
済学においてマネジメントの研究が進展することとなった。
次に筆者は，東西両ドイツの統合後のマネジメントの問題にふれており，
東西両ドイツの企業では，全く「異なる組織文化」が確立されていること
から出発しなければならないと述べている。旧東ドイツの経営における広
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範囲な社会福利事業や扶助制度などが，一つの組織文化を形成しており，
それらが西側流の近視眼的な共通費削減プログラムの実施によって根絶さ
れるならば，それは働く人々に底深い危機的不安感をもたらすだろうと指
摘している (37ペー ジ）。
さらに第2章では“マネジャー＂の地位の確立とその意味が検討されて
いる。マネジャーという言葉は， ドイツでは一般に，経営職員の意味で用
いられており，その経営職員には，企業の階層構造において最高経営機関
と他の従業員（労働者，職員）との橋渡し役としての意義がある。そして
1989年の経営職員利益代表委員会が法律上制度化されたことによって，こ
のマネジャーグループのステイタスはされに高いものとなっている。
第3章「日本企業の法形態（田渕 進）」においては日本とドイツの企業
形態の違いを明らかにするために， 日本における企業形態の特徴が検討さ
れている。 ドイツにおいては株式会社が少ないのに対して，すでに述べた
ように日本では株式会社の数が圧倒的に多い。しかしそのほとんどは，資
本金の少ない零細企業である。この点に日本の企業形態の特徴と問題点が
ある。本来，大企業に適した企業形態である株式会社形態が日本で中小企
業や零細企業に採用される理由を筆者は税制にもとめている。法人税の税
率は， 37.5％であり，事業年度の課税所得が800万円以下の場合には， 28%
の税率で計算される。これに対して個人企業の所得に対しては，所得税が
課税され，所得の金額に応じて10％から50％までの累進的な税率が適用さ
れる。したがって所得が高い場合には，法人形態をとる方が税率を低くす
ることができる (62ペー ジ）。
さらに筆者は，株式会社形態との関連で日本における大企業の企業結合
と株式の相互持ち合いの問題を取りあげ，企業集団の存在とわが国におけ
る株式所有構造の法人化現象の関連を指摘している。ちなみに1990年にお
いて法人株主と個人株主の割合は， 72.1％と23.1％となっている (67ペー
ジ）。これはジーメンスAGの約3分の 2が個人株主であるのと対照的であ
る（第4章， 76ペー ジ）。
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第4章「ドイツ企業の法形態 (F. X.ベア）」においてはまずドイツに
おける企業の多様な法形態の概要が述べられ，特に典型的な企業形態とし
て合名会社 (OHG)と株式会社 (AG)と有限合資会社 (GmbH&Co.KG) 
の特徴が明らかにされている。ドイツ特有の有限合資会社は，人的会社と
資本会社の混合形態であり，法人である有限会社が合資会社の無限責任社
員となる企業形態である。この企業形態のメリットは，有限会社の責任は
有限であるから，有限合資会社の責任は，結局，有限であり，また合資会
社は，開示義務を持たないので有限合資会社には開示義務がない点である。
さらに有限合資会社の特徴は，人的会社と資本会社のそれぞれの租税上の
有利さを利用できる点にある。
ドイツでは多様な企業の法形態が存在し，会社の設立において企業の法
形態の選択が重要な問題であり，特に開示の問題，租税負担の問題，管理
権限の問題などが企業形態を選択するさいの重要な基準となる。個々の企
業形態の経済的な意義に関して箪者は，次のような数字をあげている。1988
年の統計によれば，個人企業形態は，企業数では74.6％を占めるが課税さ
れる売上高では15.3％を占めるにすぎず，経済的な意義は相対的に低い。
H本と対照的にドイツでは株式会社は，非常に少ない。株式会社と株式合
資会社をあわせても企業数の0.1％を占めるにすぎないが，売上高では20.7
％も占めている (88ペー ジ）。
第5章「日本企業における生産システムの概念と今後の発展（竹内昭浩）」
においては，まず最初にコンピュータ技術の開発•発展が，企業の生産シ
ステムの発展にどのような影響を与えたかが議論されている。さらに次に
筆者は， 日本の生産システムの問題点を集団主義，効率第一主義と関連さ
せて論及している。日本的経営の特徴は集団主義であるが，この集団主義
は単なる集団構成員相互のなれ合い的な集団主義ではなく，集団内およぴ
集団間の激烈な競争を伴うものである。このような集団主義と強く結ぴつ
いた形での技術優先の効率主義を企業の中の生産システムとしてうまく組
織化したものがTQCと呼ばれる生産管理システムであり，またトヨタ自
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動車で開発されたジャストインタイム (JIT)システムも効率主義に徹した
生産システムである (93ペー ジ）。
ところで筆者は，これらの効率第一主義の生産システムの問題点として
以下のような点をあげている。例えば， TQCにおいて従業員はかなりの提
案をしなければならず，それが従業員の負担となっている点やJITにおい
て下請け企業が納入に苦労する点や，搬入車が高速道路を含め長蛇の路上
駐車をする点などである。筆者は，ー企業あるいはH本に限定された狭い
範囲での生産優先，効率第一主義を批判し，それに代わる新しいパラダイ
ムの創造を主張している。このようなパラダイムは，現在まだ創り出され
ていないが，筆者はその方向性を人工知能(AI)，ニューロコンピュータ
およぴファジィシステムに求めている。
第6章「ドイツ企業における生産コンセプトと合理化戦略 (M. シュー
マン）」では， トヨタ生産システム，すなわち MITが提案したリーン生産
システムがドイツでどのような意義を持つかが論じられている。国際自動
車プログラム (IMVP)の研究者によれば， リーン生産システムは，テイラ
ー主義原則からの方向転換を意味し，分業の解体，階層の解体，労働者の
従属化からの決別をもたらし，それに代わりすべての人が専門知識を持ち，
自己責任を負い，創造的な給付を問題にし，自己実現を可能にするような
労働システムをもたらすことになる。しかし筆者は，このような考え方に
対し否定的である。 ドイツのように伝統的な手エ労働が支配している自動
車工場，特に労働集約的な工場ではリーン生産のアプローチは，実現しに
くいという (108ページ）。したがって手による組立がいかに有効に行われ
るかという中心問題が残ることになる (117ページ）。リーン生産システム
が移植可能であるためには，地域的に高い失業，最善の選考原則によるリ
クルート政策，とりわけ労働組合の弱体化が前提として必要であり，筆者
はドイツではそのことは，そう簡単には実現しないであろうという (125ペ
ジー）。
このような指摘は， 日本の生産システムとの比較において興味深い。第
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18章のドイツの企業文化においてドイツでは「熟練労働者とその高度の訓
練水準を大変誇りに思い，また製品は完璧に機能しなければならない」(408
ページ）と述べられている。ドイツにおけるモノづくりの基本的な考え方
は，日本とかなり異なるように思われる。
第7章「自動車下請け分業構造と垂直的統合の理論（高橋由明）」では自
動車産業における下請け分業構造の日独比較が行われている。日本の特徴
は，下請け企業が垂直的に階層化されており，完成品メーカーや上位部品
メーカーに有利な体制になっている。それが日本の企業の競争力の強さの
原因でもあり，親企業は，下請け企業を景気変動のパッファーとして利用
している。そしてその傾向は，階層の下層にいくほど強い。ただ85年のプ
ラザ合意を契機とする円高定着以降， H本の自動車産業は，構造転換を迫
られ，貿易黒字の解消策としての海外進出およびそれに伴う産業空洞化や
下請け構造の再編が重要な問題となっている。
これに対してドイツでは，部品会社は，日本の自動車産業の協力会のよ
うに専属化，系列化されておらず，危険の分散の意味でも多くの完成品メ
ーカーと取り引きしていた。しかし80年代になって日本の自動車産業の国
際競争力との関連でリーン生産方式がドイツでも注目されるようになり，
完成品メーカーは内製比率の低減化に努め，直接取引をする第一次部品企
業の数を少なくした。それに伴いドイツでは下請け企業の再編と階層化が
すすんでいる (144ペー ジ）。
第8章「垂直的統合のマネジメント（A. ピコー ， E. フランク）」では，
80年代の中頃からドイツでも完成品メーカーが，製造工程の深さ＝内製比
率を低減化するため，部品下請け（供給）企業へ外注化する傾向が増大し
ている現象について，これをアメリカで盛んに議論されてきた垂直的統合
の理論で説明しようとしている。しかし第 7章で指摘されているようにそ
の内容は， ドイツの完成品メーカーと部品下請け企業との間の分業構造な
いし取引関係がどのような実態にあるのかを示そうとするのではなく，下
請けにおける結合ないし取引関係を， 0．ウィリアムソン等によって主張
『日本的経営とドイツ的経営」（海道） （57) 57 
された「取引コスト理論」によって，いかに理論的に説明するかに関心が
ある。したがって議論が抽象的なレベルでおこなわれている(158ペー ジ）。
第9章「日本企業における労使関係（佐々木常和）」では日本の労使関係
の特徴が考察されている。まず企業を越えた労使関係については労働組合
と使用者団体の特徴が明らかにされている。わが国の労働組合は，職エー
本化の企業別労働組合を特徴としており，横断的労働組合が発展する条件
がなかったため，組合側がその弱点を補う方法として春闘方式を展開して
きた。また筆者は， 日本の労働組合運動の特徴としてさらに，労働団体の
分裂，対立，抗争の繰り返しをあげている。これは現在の労働組合運動の
問題点である組織率の低下，未組織労働者の問題とも関連がある。一方，
使用者団体は，戦後いち早く改組，再編を行い，経済4団体が成立した。
この使用者団体の目標は，労働組合を個別企業に封じ込め，企業が労働者
を丸抱えにし，労働者の要求を企業の側で誘導し，満たしていくという日
本的労務管理の定着にあった (201ペー ジ）。
さらに企業内労使関係について筆者は，日本企業を株主主権型ではなく，
労使の経営共同体であると位置づけ，労使の企業一体化を支え促進してき
た制度として終身雇用，年功序列，企業内教育・内部昇進，企業別組合を
取り上げている。
第10章「ドイツ企業における労使関係 (W. ミュラー・イエンチェ）」で
はドイツの労使関係の特徴が経営を越えた地域レベルと経営ないしは企業
レベルに区別して論じられている。経営を越えたレベルでは労働組合と使
用者団体の間で交渉が行われ，協定が結ばれ，利害が対立する場合には，
コンフリクトは労働争議によって解決される。これに対して経営レベルに
おいては，経営協議会とマネジメントの当事者との間で具体的な労働条件
が話し合われる。そのさい経営協議会には使用者との信頼に満ちた共同と
労働争議を行ってはならないという平和義務と秘密保持が課せられてい
る。さらにドイツ的な労使関係の特徴として筆者は，企業レベルでの共同
決定，すなわち監査役会レベルでの共同決定をあげている。
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第11章「日本企業における人事労働政策（長崎文康）」では日本企業にお
ける人事労働政策の変遷と人事処遇制度に関して新日鉄を例に考察が行わ
れている。そして筆者は．現在の不況下では，これまでの全社一様の長期
雇用慣行は見直しを迫られ，基幹要員については，規模を可能な限り絞っ
たうえで長期雇用システムの中で対応し，高度な専門職または補助的業務
については外部労働市場から調達する仕組みに変え，より弾力的に対応す
べきであると主張している。また賃金についても年功的制度を見直し．業
績主義を徹底し，年俸制の導入や業種，地域によって給与体系が異なる複
数賃金体系を採用する必要性がでてくるという。
第12章「ドイツ企業における人事労働政策 (W. ハー メル）」では． ドイ
ツにおける人事労働政策を理解するためにまずドイツの一般的な経済情勢
と労働市場の現状が明らかにされ．それに基づいて人事労働政策の現状が
雇用の問題と賃金の問題に関して詳細に論じられている。雇用に関しては．
採用．配置，雇用調整（解雇）が重要であるが，労働力需給のバランスを
とり，採用手順を標準化する方法としてドイツでは職業資格能力が定めら
れており．その取得に必要な職業訓練過程が整備されている。
また人事労働政策の最近の動向として「労働の人間化」と「労働の弾力
化」が取り上げられている。労働の人間化においては，労働の脱単調化．
労働者自治の拡大，労働科学に基づく職務設計が問題になるし．労働の弾
力化においては，時間，雁用，配置，勤務場所の弾力化が問題となる。第
11章，第12章の双方において人事労働政策の「弾力化」が強調されている
のが印象的である。
第13章「日本企業における経営参加（渡辺朗）」では．まず日本におけ
る経営参加の歴史が概観されたのち． H本における経営参加として労使協
議制と職場参加が論じられている。労使協議制としては，企業をこえたレ
ベルでの労使協議機関と企業レベル，工場レベルでの労使協議機関がある。
そのさい労使協議制に．団体交渉機能と労使協議機能の混在が多く見られ
るが．この点が日本の労使協議制の特徴である。次に職場参加制度につい
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てみるとそれは．職場レベルでの参加であり． しかも従業員全員の直接参
加の形態をとる。具体的には． QCサークルなどの小集団活動や職務拡大
や職務充実などである。
この職場参加は，職場レベルにおいて一定程度の民主化を実現するが．
より上位の参加と結ぴつかない場合には，企業目的達成のたんなる手段に
すぎないものとなる。筆者は日本的経営参加が．集団主義的，経営家族主
義的な．いわゆる日本的経営を補完するものである点を明らかにし．労働
の人間化が企業の業績向上の手段としてのみ利用される可能性を指摘して
いる (296ペー ジ）。
第14章「ドイツ企業における従業員参加（G. シャンツ／M.プレー ム）」
では，企業は使用者と従業員による「資源共同拠出モデル」として捉えら
れている。すなわち使用者の資源は「資本」であり，従業員の資源は「労
働」であり．これら 2つは「企業体制」の構成要素となる。ところでドイ
ツでは使用者と従業員の協働関係は．周知のように広く法によって規制さ
れている。すなわち72年の経営組織法，モンタン共同決定法，共同決定法
などに基づいて従業員が経営参加している。しかしそれ以外にも「任意の
協定」や「契約に基づく」狭い意味での従業員参加も存在する。筆者は，
それを「経営パートナーシャフト」の問題として扱っている。その参加領
城には．意思決定領域への参加と分配領域への参加がある。筆者は，特に
第5次財産形成法との関係でドイツでの資本参加について具体的に，詳細
に紹介している。
この第13章と第14章によって日本式の経営参加とドイツ式の経営参加の
根本的な違いを知ることができる。
第15章「日本企業の国際化（風間信隆）」では戦後の日本の国際化戦略の
展開が分析されている。日本企業の国際化は，当初の製品輸出主導型の国
際化から海外直接投資と海外現地生産へ．さらには財務や研究開発など多
面的な経営活動の国際展開へと移り．またその進出先も当初の発展途上国
を中心とした進出から欧米先進国を含むグローバルな展開へと拡大•発展
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してきた (328ページ）。しかし日本企業の短期間で集中的な海外進出は，
国内空洞化の脅威を高める一方，進出先で投資摩擦やオーバー・プレゼン
ス問題を顕在化させており，その点で日本企業に対する現地の目も厳しさ
を増している。筆者は，「柔軟でオープンな国際ビジネス・ネットワーク」
を構築し，一方では激しい競争を展開しながらも，他方では海外の有カメ
ーカーと国際提携によって，現地ナショナリズムを回避・緩和することが
戦略的に重要であると主張している (343ペー ジ）。
第16章「ドイツ企業の国際化戦略（G. シャンツ／c.グレッツ）」にお
いては， ドイツ企業の国際化戦略が輸出，ライセンス供与，フランチャイ
ズ供与および直接投資に区分して論じられている。まず貿易に関しては，
輸出の約55％が欧州共同体向けであり，また品目では自動車，機械製品，
化学製品，電機製品で輸出総額全体の約60％を占めている。ライセンス供
与に関しては， ドイツは伝統的に支払額が受取額を上回っている。ライセ
ンス収入の多い産業は，化学産業，電機産業，金属・金属加工産業である。
これに対してフランチャイズ制度の展開はまだそれほど進展していない。
また海外直接投資では，海外子会社の設立がその過半数を占めており，合
弁事業の設立がそれに続いている。直接投資の投資先としては，投資総額
の41％をヨーロッパが，また27％をアメリカが占めている (360ペー ジ）。
ドイツ企業が輸出先，投資先としてまずヨーロッパを志向しているのに対
し，日本の輸出先，投資先がアメリカ，ヨーロッパの順であるのが対照的
である。
第17章「日本企業における企業文化（大森賢二）」においては， 日独比較
の観点から企業文化を経営管理の価値前提として捉え，日本的経営論の意
味で企業文化が考察されている。筆者は，日本企業の企業文化の特徴を「集
団主義」であると規定し，その源泉を水稲栽培的村落共同体を典型とする
村的集団主義と近世の商家同族団を典型とする家的集団主義に求めている
(377ページ）。そこでは集団の成員が特定の集団に全人格的に参加するこ
とを望ましいとする価値的前提が支配している。
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この企業文化の問題は，第15,16章の国際化戦略，海外進出の問題と密
接に関連しており，筆者は，進出現地の文化とわが固の企業の企業文化と
の交流ないしは摩擦の問題として企業文化を重視している。
第18章「ドイツ企業における企業文化（G. シュレイエック）」ではドイ
ツの企業文化について論じられている。アメリカで日本のエレクトロニク
ス産業や自動車産業における国際的成功の中心的な説明要因として日本企
業独特の企業文化が注目されたが， ドイツにおいてもこの点は取り上げら
れ，それ以降ドイツ経営経済学の中に企業文化という概念が持ち込まれる
ようになった。ところで筆者はドイツの企業文化の特徴として，①価値の
尺度の最上位において「技術的能力」が重視されている点，②また価値体
系の中で「企業内訓練」が重視されている点，③製品の絶対的な「機能的
性能」に格別の価値を認めている点，④労使紛争が「合意」によって，あ
るいは「妥協」によって解決される点などをあげている (408ページ）。こ
れらの点は日本やアメリカとの比較において大変興味深い。また前章と同
じく筆者は，企業文化を国際化戦略との関係において重視している。
第19章「日本企業における企業内教育（江幡良平）」ではH本における企
業内教育を OJTとOFF-JTに大別し，主として OFF-JTを中心に日本の
企業内教育の現状と変遷と課題が論じられている。特に日本における企業
内教育の変遷に関しては，人材育成のコンセプトが昭和20年代の「訓練」
から30年代の「教育」をへて40年代の「能力開発」， 50年代以降の「人材育
成」へと発展していく過程が企業内教育を取り巻く諸環境との関連で明確
に整理されており，各時代の特徴が明示されている。
第20章「ドイツ企業における企業内教育 (W. シュラーフケ）」において
は筆者は，まず政治的，技術的，経済的変化や社会的変化に対応するため
に再教育がますます重要になってきていることを強調している。そのさい
包括的な再教育課題を企業は，単独で内部的に解決することはできないの
で外部の教育担当者をパートナーとして利用することになるが，それには
民間の教育施設や公的な教育施設がある。また再教育の中心となるのは適
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応再教育であり，事務技術，コミュニケーション技術，データ処理技術が
収得される。さらに資格試験等による能カアップのための再教育や種々の
レベルの管理者を対象とした再教育もある。統計によればこれらの再教育
に企業は年間267億DMを投資しており，したがって企業の再教育の学習効
果，経営教育の経済性も大きな問題となってきている (455ペー ジ）。
第21章「日本の女子労働（筒井清子）」では日本の女子労働の特徴と問題
点が指摘されている。 H本の女子雇用者は，平成 5年には2,009万人に達し
雇用者全体の38.6％を占めるまでになっているが，平成 4年からの景気後
退では，真っ先に雁用調整を受けている。このような日本の女子労働の特
徴は， 20-24歳層と45-49歳層の労働力率が高く，グラフにするとM字型
となる点である。 20歳代で正社員として働き，結婚で退職し，再就職の就
労形態としてパートタイム就労をしている。また女子労働の問題点に関し
ては，①コース別管理にともなう差別，例えば男子は総合職，女子は一般
職といった差別，②昇格，昇進に関する差別，③賃金差別が具体的な事例
を用いて厳しく指摘されている。出生率の低下，高齢化の進展によってま
すます労働人口が滅少し，労働力不足が予想されるので女子労働の重要性
はますます高まると考えられる。筆者は，女性の労働力としての活用が雇
用管理上今後さらに重要な課題になると指摘する。
第22章「女性と労働ードイツにおける家事労働と勤務ー(B. ラッタイ）」
ではまず家事労働が正当に評価されていない点が問題にされる。女性の労
働には職業労働という公的分野と家事労働という私的分野があるが，両者
は現在でも依然として区別され，社会の価値観において家庭労働はネガテ
ィブにしか評価されていない。このような基本的な考え方に甚づいて，筆
者はドイツの女性労働について論じている。 ドイツで女性労働の割合が高
い部門は私的な家政，公衆衛生，衣服業，個人商店，飲食産業等である。
また地位的には職員の割合が圧倒的に多い。女性は低い職位の仕事に配置
されるので所得は低く，男性の総労働収入の約70％にすぎない。また失業
率は女性の場合，訓練水準，就業水準とも低いので本質的に男性よりも高
『H本的経営とドイツ的経営』（海道） (63) 63 
い。筆者は女性労働に関し給付，経験，資格に相応して男性の同僚よりも
高く位置づけることが大切であると主張し，そしてこれが最も簡単で， も
っとも公乎な女性支援であり，費用なしに資格がある労働力を獲得するた
めの最も良い方法であるという (491ペー ジ）。 ドイツでも女性労働が厳し
い状況にある点が，詳細に分析されており， H本の女性労働研究にとって
も貴重な文献であろう。
第23章「戦後における日本人の価値および意識構造（小田 章）」におい
て筆者は，戦後の日本人の価値および意識構造を1970年代までとそれ以後
に分けて分析している。まず1970年代までの特徴を見ると，戦後それまで
の国のためという目標が消滅し，「私」の利益そのものが目標となった。す
なわち貧困から脱却したいという私的欲望が人々の動機付けとなり，戦後
の経済発展がもたらされたという。そして戦後の高度経済成長は，多くの
日本人に物質的豊かさを与え，中流意識の蔓延化が見られた。しかし1973
年の第一次石油危機は経済至上主義を貫いてきた日本およぴ日本人に自省
の機会を与えることとなった。筆者は，中高年層に物質的価値崇拝から非
物質的価値崇拝への価値転換傾向がでてくる反面，「貧しさ」を経験してい
ない若年層の間に新快楽主義，新物質主義ともいえる価値があらたに広が
りつつあるという。戦後まもなくの価値志向を価値収束，価値固定化状況
とするならば高度経済成長中期以降は，価値拡散または価値多様化状況と
捉えることができる。筆者は，ごのような価値親の変化が，働く目的，欲
求構造，職場の人間関係，管理体制，生きがいにどのような影響を及ぽす
かについて分析している。
第24章「ドイツにおける従業員の価値志向 (W.ヘルベルト）」において
は戦後の西ドイツにおける従業員の価値志向の変遷が分析されている。戦
後，西ドイツでも経済成長の過程でそれまで支配していた，規律，従順と
服従，勤勉と義務達成のような社会構造に関連した価値や無私，自省と節
制，誠実，忍耐のような個々人を規制する価値などが意義を失っていった。
それに代わって権威からの解放，参加，民主主義といった開放的，理想主
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義的価値，享楽，冒険といった快楽主義的価値，創造性，自発性，自己実
現，自主性といった個人主義的価値が台頭してきた。筆者は，これらのさ
まざまな価値タイプと職業群との関連を詳細に実証的に分析している。分
析結果は， H本との相違点を知る上で大変興味深い。
IV 
本書では以上，見たように企業体制，生産システム，労働問題，企業文
化，国際化，価値意識等に関して日独でどのような違いがあるかが解明さ
れている。特に企業形態の問題あるいは企業体制の問題が本書の大きな柱
となっている。企業形態の問題は，単に形態の違いだけではなく，企業支
配， トップマネジメント組織あるいはトップマネジメントヘの労働者の参
加の問題と密接に関連している。
すでに述べたようにH本では株式会社が圧倒的に多く，また大企業では
法人間の相互持ち合いによる経営者支配が特徴的である。これに対してド
イツでは株式会社が日本と比較すると極端に少なく，有限会社や人的会社
も重要な意義を持っている。このような違いは， 日独における税制の違い
等もあるが，さらに所有構造の違いにも起因しているであろう。日本では
財閥解体により財閥家族と財閥がある程度切り離されたが， ドイツでは4
カ国によって占領されていたため統一的な占領政策が困難であり，日本ほ
ど徹底した巨大企業の解体は行われなかった。また日本では持ち株会社の
設立が禁止されたのに対してドイツでは認めらていた。したがってドイツ
では巨大な同族コンツェルンが存在し，実証分析によれば経営者支配型の
企業よりも所有者支配型の企業が圧倒的に多い。この点が企業支配と関連
して企業形態の選択の問題なってくるのではないだろうか。企業支配の問
題についても直接，日独比較が行われれば，さらに興味深かったように思
われる。
ドイツではだれが企業を支配しているかという問題は，企業体制の概念
『日本的経営とドイツ的経営J（海道） (65) 65 
で扱われている。所有者支配が日本と比較して強いために私的な企業をい
かに社会的に規制するのかという問題がつねに意識されている。それが取
締役の任免権を持つ監査役会への労働側の労資同数参加という共同決定制
度を生む一因にもなる。さらにドイツの企業体制論においてはシュタイン
マンなどのように監査役会に消費者や公共の利害も加えるべきであるとい
う主張もある。現に，フォルクスワーゲン社においてはニーダーザクセン
州の首相と社会大臣が資本側代表として監査役会に参加している。この規
制という考え方は，現在よく議論されているコーポレートガバナンスの問
題とも密接に関連している。金融不安や住専問題等，現在日本では企業の
あり方，経営者の経営責任，経営姿勢が厳しく問われている。 ドイツの共
同決定制度をそのまま日本に導入することはできないが，労資，あるいは
利害代表によって経営者をチェックし，コントロールするという視点は，
本書では特に言及されてはいないが，日本の企業経営を考えるさいに今後，
検討されるべき点であろう。
本書でもう一つの軸となっているのは， リーン生産システムや下請け，
分業構造といった日本的生産システムの問題である。この問題に関しては，
すでに見たように日独双方で問題点が指摘さている。特にドイツではマイ
スター制度や職業教育，再教育制度が整備されているため生産に対する考
え方が日本と根本的に違う点が明らかにされている。 H本企業の国際化を
考える上で重要な点である。
ドイツでリーン生産システムが活発に議論されているように，日本でも
ドイツ的経営から学ぴ，検討すべき点は，まだまだ残されている。今後，
残された問題についても議論が深められることが期待される。
本書によって H独共同で一つのテーマを解明するという国際共同研究が
進展し，大きな成果がもたらされた。 ドイツでもこのような研究書が出版
され，相互理解が進むことを願っている。なお日本側の執筆者によって『B
本的経営の解明』（千倉書房，平成 7年 6月）が合わせて出版されている。
現在の日本的経営の特質と問題点を把握するには格好の書物である。
